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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第16期

第３四半期累計期間
第17期

第３四半期累計期間
第16期

会計期間
自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日

自 平成25年４月１日
至 平成26年３月31日

営業収益 (千円) 4,218,522 5,024,537 5,528,917

経常利益 (千円) 1,618,276 1,711,015 2,070,145

四半期(当期)純利益 (千円) 988,846 1,093,234 1,220,794

持分法を適用した
場合の投資損失

(千円) 2,202 ― ―

資本金 (千円) 909,411 924,821 914,786

発行済株式総数 (株) 298,373 29,389,900 298,493

純資産額 (千円) 6,035,494 6,228,922 6,280,624

総資産額 (千円) 9,783,717 10,567,138 10,027,251

１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) 33.17 36.93 40.94

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 33.10 36.89 40.86

１株当たり配当額 (円) 1,500.00 ― 3,100.00

自己資本比率 (％) 61.5 58.7 62.4
 

 

回次
第16期

第３四半期会計期間
第17期

第３四半期会計期間

会計期間
自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日

自 平成26年10月１日
至 平成26年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 11.66 14.05
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

２ 営業収益には、消費税等は含まれておりません。

３ 平成26年４月１日付で、普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期(当期)純利益金額、潜在株式調整後１株当

たり四半期(当期)純利益金額、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期累計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 
２ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況

（単位：千円）

内 訳
 前第３四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
 至 平成25年12月31日）

 当第３四半期累計期間
（自 平成26年４月１日
 至 平成26年12月31日）

対前年同
期増減率
 （％）

       前事業年度
（自 平成25年４月１日
 至 平成26年３月31日）

サイト運営手数料収入 4,151,840 4,966,824 19.6 5,443,808

 「宿泊予約」 3,438,540 4,033,772 17.3 4,513,240

 「その他」 713,300 933,052 30.8 930,567

広告収入、その他 66,681 57,712 △13.5 85,109

合 計 4,218,522 5,024,537 19.1 5,528,917
 

 

当第３四半期累計期間におけるわが社を取り巻く外部環境は、政府や日銀による景気対策や、金融政策などによ

り、企業業績の回復が緩やかに進みました。製造業や観光業においては円安の影響や、ビザ緩和などの施策により訪

日外国人が増加し、景気の活性化が少しずつ見られました。

 こうした状況のなか、当社ではコアなユーザーを囲い込むための施策として一休プレミアサービスを導入しまし

た。また、ユーザーの利便性を向上させるためサイトのリニューアルを行い、そのほかにも様々な施策を実施してま

いりました。また高級ホテル・旅館の予約サイト「一休.com」のみならず厳選レストランの予約サイト「一休.comレ

ストラン」などの展開により、登録会員数は384万人と前事業年度末の346万人から大幅に増加させることができまし

た。また、10月には海外のラグジュアリーホテルの予約サイト「一休.com海外」を開始し、さらなる事業展開に努め

ました。

 「宿泊予約」（「一休.com」及び「一休.comビジネス」）の取扱施設数は当第３四半期会計期間末において、ホテ

ル1,774施設（うち一休.comビジネス966施設）、旅館786施設、合計2,560施設となり、前事業年度末のホテル・旅館

合計2,410施設から150施設増加しました。販売宿泊室数は約145万室（前年同期約132万室）、販売取扱高は38,440百

万円（前年同期32,394百万円）となり、一室あたりの平均単価は26,601円（前年同期24,588円）となりました。その

結果、手数料収入は4,033百万円（前年同期3,438百万円）と大幅に増加しました。

 「その他」（「一休.comレストラン」、「贈る一休」及び「一休.comスパ」）の手数料収入は933百万円（前年同期

713百万円）となりました。

 「広告収入、その他」は57百万円（前年同期66百万円）となりました。

 これらの結果、営業収益は5,024百万円（前年同期比19.1％増）となりました。一方、営業費用は、一休プレミア

サービスによるポイント費用の増加や、新規会員獲得のための広告宣伝費等が増加したため、3,367百万円（前年同期

比27.0％増）となりました。結果、営業利益1,657百万円（前年同期比5.8％増）、経常利益1,711百万円（前年同期比

5.7％増）、四半期純利益1,093百万円（前年同期比10.6％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第３四半期会計期間末における総資産は、前事業年度末に比べ539百万円増加し、10,567百万円となりました。

その主な要因は、社債の購入等に伴い投資有価証券が602百万円、売掛金が342百万円、前払費用が122百万円増加し

た一方で、保有社債の償還等に伴い有価証券が507百万円、現金及び預金が122百万円減少したためであります。

 負債合計額は、前事業年度末に比べ591百万円増加し、4,338百万円となりました。その主な要因は、事前オンラ

インカード決済予約の増加等により未払金が405百万円、預り金が173百万円増加したためであります。

 純資産は、前事業年度末に比べ51百万円減少し、6,228百万円となりました。その主な要因は、自己株式の取得及

び消却により699百万円、配当の実施により477百万円減少した一方で、四半期純利益の計上により1,093百万円増加

したためであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題

はありません。

 

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

 

(5) 従業員数

   当第３四半期累計期間において、従業員数の著しい増減はありません。

 

(6) 生産、受注及び販売実績

   当第３四半期累計期間において、生産、受注及び販売実績の著しい変動はありません。

 

(7) 主要な設備

当第３四半期累計期間において、主要な設備の著しい変動及び主要な設備の前事業年度末における計画の著しい

変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 107,424,000

計 107,424,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成26年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年２月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 29,389,900 29,399,900
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株で
あります。

計 29,389,900 29,399,900 ― ―
 

（注）平成27年１月１日から平成27年２月10日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式数が10,000株増加

しております。

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第３四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成26年10月30日 取締役会決議

新株予約権の数(個) 300

新株予約権のうち自己新株予約権の数 ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株） 30,000（注）１

新株予約権の行使時の払込金額(円) 1,478（注）２

新株予約権の行使期間 平成28年10月31日～平成33年10月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

発行価格      1,478
資本組入額      739

新株予約権の行使の条件
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、当該新株
予約権を行使することができない。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡については、当社取締役会の決議による承認を要す
る。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が、合併、吸収分割若しくは新設分割又は株式交換若
しくは株式移転をする場合において、組織再編行為の効力
発生日の直前において残存する新株予約権を保有する新株
予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条
第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社の新株予約権
をそれぞれ交付することとする。

 

（注）１ 各新株予約権の目的である株式の数（以下、「付与株式数」という。）は100株とする。

ただし、新株予約権を割り当てる日（以下、「割当日」という。）後、当社が当社普通株式につき、株式分

割（当社普通株式の株式無償割当てを含む。以下、株式分割の記載につき同じ。）又は株式併合を行う場合

には、付与株式数を次の算式により調整する。

調整後付与株式数 ＝ 調整前付与株式数 × 株式分割・併合の比率

また、上記のほか、割当日後、付与株式数の調整をすることが適切な場合は、当社は、合理的な範囲で付与

株式数を調整することができる。なお、上記の調整の結果生じる1株未満の端数は、これを切り捨てる。
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２ 各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式1株当たりの払込金額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とす

る。ただし、行使価額は以下の調整に服する。

(1) 割当日後、当社普通株式につき、次の①又は②の事由が生ずる場合、行使価額をそれぞれ次の算式（以

下、「行使価額調整式」という。）により調整し、調整の結果生じる1円未満の端数は、これを切り上げ

る。

①当社が株式分割又は株式併合を行う場合
      

 
調整後行使価額 = 調整前行使価額 ×

1

 株式分割・併合の比率

      
 

          ②当社が時価を下回る価額で新株式の発行又は自己株式の処分を行う場合（会社法第194条の規定（単元未

満株主による単元未満株式売渡請求）に基づく自己株式の売渡し、「商法等の一部を改正する等の法律」

（平成13年法律第79号）附則第5条第2項の規定に基づく自己株式の譲渡、「商法等の一部を改正する法律」

（平成13年法律第128号）の施行前の商法第280条ノ19の規定に基づく新株引受権の行使、当社普通株式に転

換される証券若しくは転換できる証券の転換、又は当社普通株式の交付を請求できる新株予約権（新株予約

権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）
      

 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 ×
既発行株式数＋

新規発行株式数×1株当たり払込金額

 時  価

 既発行株式数＋新規発行株式数
      

 

          (2) 上記(1)①及び②に定める場合のほか、割当日後、他の種類株式の普通株主への無償割当て、他の会社

の株式の普通株主への配当を行う場合等、行使価額の調整をすることが適切な場合は、かかる割当て又は配

当等の条件等を勘案の上、当社は、合理的な範囲で行使価額を調整することができる。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成26年10月31日～
平成26年12月31日

22,500 29,389,900 7,824 924,821 7,824 1,131,055
 

 (注)１ 新株予約権の行使による増加であります。

    ２ 平成27年１月１日から平成27年２月10日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が10,000

株、資本金及び資本準備金がそれぞれ2,210千円増加しております。
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(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 
(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ―
 

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 29,365,900
 

293,659 ―

単元未満株式 1,500 ― ―

発行済株式総数 29,367,400 ― ―

総株主の議決権 ― 293,659 ―
 

（注）１ 当第３四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成26年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

（注）２ 平成26年10月１日から平成26年12月31日までの間に新株予約権の行使により株式数が22,500株増加し、発行

済株式総数が29,389,900株となっております。

 

② 【自己株式等】

平成26年12月31日現在

所有者の氏名
 又は名称

所有者の住所
自己名義所有
 株式数(株)

他人名義所有
 株式数(株)

所有株式数の
 合計(株)

発行済株式
 総数に対する
 所有株式数
 の割合(％)

― ― ― ― ― ―

計 ― ― ― ― ―
 

 

 

２ 【役員の状況】

   前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

 

 役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役副社長
（宿泊事業本部長）

取締役
（宿泊事業本部長）

榊 淳 平成26年11月１日
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第63

号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年

12月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表につい

て、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３．四半期連結財務諸表について

四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目からみて、当企業集団の財

政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を誤らせない程度に重要性が乏しいものとし

て、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１ 【四半期財務諸表】

(1) 【四半期貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 7,161,857 7,039,091

  売掛金 697,322 1,040,018

  有価証券 507,720 -

  貯蔵品 4,863 4,385

  前払費用 47,545 170,515

  繰延税金資産 219,044 243,176

  未収入金 291,792 403,949

  その他 34,932 35,112

  貸倒引当金 △1,257 △2,670

  流動資産合計 8,963,821 8,933,580

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物（純額） 15,310 14,507

   車両運搬具（純額） 1,298 10,724

   工具、器具及び備品（純額） 75,288 78,410

   有形固定資産合計 91,898 103,642

  無形固定資産   

   ソフトウエア 178,391 125,924

   電話加入権 44 44

   無形固定資産合計 178,436 125,969

  投資その他の資産   

   投資有価証券 421,146 1,023,468

   関係会社株式 70,300 70,300

   破産更生債権等 1,816 3,725

   繰延税金資産 146,661 126,632

   その他 154,987 183,544

   貸倒引当金 △1,816 △3,725

   投資その他の資産合計 793,095 1,403,945

  固定資産合計 1,063,430 1,633,557

 資産合計 10,027,251 10,567,138
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           (単位：千円)

          
前事業年度

(平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
(平成26年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  未払金 1,800,617 2,205,957

  未払費用 62,918 52,239

  未払法人税等 466,826 267,000

  未払消費税等 41,474 167,073

  前受金 185,362 181,028

  預り金 707,336 881,127

  ポイント引当金 432,045 541,584

  流動負債合計 3,696,581 4,296,011

 固定負債   

  役員退職慰労引当金 50,045 42,204

  固定負債合計 50,045 42,204

 負債合計 3,746,627 4,338,215

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 914,786 924,821

  資本剰余金 1,121,021 1,131,055

  利益剰余金 4,224,465 4,140,196

  株主資本合計 6,260,273 6,196,073

 評価・換算差額等   

  その他有価証券評価差額金 794 2,839

  評価・換算差額等合計 794 2,839

 新株予約権 19,556 30,009

 純資産合計 6,280,624 6,228,922

負債純資産合計 10,027,251 10,567,138
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(2) 【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

           (単位：千円)

          前第３四半期累計期間
(自 平成25年４月１日
　至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年12月31日)

営業収益 4,218,522 5,024,537

営業費用   

 役員報酬 165,045 162,305

 給料手当 368,083 445,067

 人材派遣費 159,974 193,644

 広告宣伝費 551,498 754,238

 システム関連費 46,177 68,761

 減価償却費 119,244 121,818

 ポイント引当金繰入額 531,019 771,514

 その他 711,418 850,007

 営業費用合計 2,652,459 3,367,357

営業利益 1,566,062 1,657,179

営業外収益   

 受取利息 4,721 4,205

 有価証券利息 12,809 9,296

 受取配当金 25 33

 退蔵益 ※  30,686 ※  34,969

 その他 7,162 8,802

 営業外収益合計 55,404 57,308

営業外費用   

 自己株式取得費用 - 2,746

 その他 3,191 726

 営業外費用合計 3,191 3,472

経常利益 1,618,276 1,711,015

特別利益   

 固定資産売却益 - 2,026

 特別利益合計 - 2,026

特別損失   

 投資有価証券評価損 - 20

 特別損失合計 - 20

税引前四半期純利益 1,618,276 1,713,021

法人税、住民税及び事業税 586,236 625,023

法人税等調整額 43,193 △5,236

法人税等合計 629,429 619,787

四半期純利益 988,846 1,093,234
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【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

 

※ 退蔵益の内容は、次のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

「一休.comギフト」において、有効期限
切れにより利用されなかった金額

30,686千円 34,969千円
 

 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計期

間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

減価償却費 119,244千円 121,818千円
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(株主資本等関係)

前第３四半期累計期間(自 平成25年４月１日 至 平成25年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月21日
定時株主総会

普通株式 387,260 1,300 平成25年３月31日 平成25年６月24日 利益剰余金

平成25年10月29日
取締役会

普通株式 447,409 1,500 平成25年９月30日 平成25年11月29日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

剰余金の配当については、上記「１. 配当金支払額」に記載しております。

 

当第３四半期累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年12月31日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月20日
定時株主総会

普通株式 477,588 1,600 平成26年３月31日 平成26年６月23日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後となる

もの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

当社は、平成26年７月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式491,900株の取得及び平成26年８月29日開催の

取締役会決議に基づき、自己株式491,900株の消却を行いました。この結果、当第３四半期累計期間において利益剰

余金が699,915千円減少し、当第３四半期累計期間末において利益剰余金が4,140,196千円となっております。

 
(持分法損益等)

 

 
前事業年度

（平成26年３月31日)
当第３四半期会計期間
（平成26年12月31日)

関係会社に対する投資の金額 － －

持分法を適用した場合の投資の金額 － －
 

 

 
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

持分法を適用した場合の投資損失の金額 2,202千円 －
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社は、インターネットサイト運営事業を単一セグメントと認識しているため、記載を省略しております。

 

(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第３四半期累計期間

(自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 33円17銭 36円93銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益金額(千円) 988,846 1,093,234

   普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

   普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 988,846 1,093,234

    普通株式の期中平均株式数(株) 29,810,800 29,605,728

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 33円10銭 36円89銭

    (算定上の基礎)   

   四半期純利益調整額(千円) ― ―

    普通株式増加数(株) 61,200 30,258

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要(株)

100 3,419

 

 （注）平成26年４月１日付で、普通株式１株につき100株の株式分割を行っております。そのため、前事業年度の期首

に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額

を算定しております。

 
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 

 

平成27年２月10日

株式会社  一休

取締役会 御中

    新日本有限責任監査法人
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  黒  田      裕    印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 三 浦     太   印

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士  林      達  郎    印

 

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社一休の

平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第17期事業年度の第３四半期会計期間(平成26年10月１日から平成26年12

月31日まで)及び第３四半期累計期間(平成26年４月１日から平成26年12月31日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、

四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社一休の平成26年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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